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５  経常事業評価

　５．１　経常事業評価一覧表

総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ

11 コミュニティ活動補償制度 適切 継続 Ⅰ 270

11-1 コミュニティ活動補償制度 継続 272

12 掲示板の維持管理 適切 継続 Ⅰ 274

12-1 掲示板の維持管理 継続 276

57 成人の日のつどい 適切 継続 Ⅰ 278

57-1 「成人の日」のつどい 継続 280

60 青尐年健全育成活動 適切 継続 Ⅰ 282

60-1 青尐年健全育成活動 継続 284

61 地区青尐年育成委員会活動への支援 適切 継続 Ⅰ 286

61-1 地区青尐年育成委員会活動への支援（合同行事等） 継続 288

61-2 地区青尐年育成委員会活動への支援（事業助成） 継続
補助
金等

290

62 子ども家庭活動推進 適切 継続 Ⅰ 292

62-1 地域活動指導員 1人 継続 294

62-2 家庭・地域の教育力向上支援 継続 296

63 思春期の子育て支援 適切 継続 Ⅰ 298

63-1 思春期の子育て支援事業 継続 300

64 未来を担うジュニアリーダーの育成 適切 継続 Ⅰ 302

64-1 未来を担うジュニアリーダーの育成 継続 304

66 ファミリーサポート事業 適切 継続 Ⅰ 306

66-1 ファミリーサポート事業 継続 308

67 子どもショートステイ 適切 継続 Ⅰ 310

67-1 子どもショートステイ 継続 312

68 地域子育て支援センターの運営 適切 継続 Ⅰ 314

68-1 地域子育て支援センターの運営 継続 316

70 北山伏子育て支援協働事業 適切 継続 Ⅰ 318

70-1 北山伏子育て支援協働事業 継続 320

71 プレイパーク活動の推進 適切 継続 Ⅰ 322

71-1 プレイパーク活動の推進 継続 324

72 落合三世代交流事業 適切 継続 Ⅰ 326

72-1 落合三世代交流事業 継続 328

73 子育て支援者養成事業 適切 継続 Ⅰ 330

73-1 子育て支援者養成事業 継続 332

経常事業・予算事業個別目標基本目標
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②
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総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

78 子育てに関する相談・支援体制の充実 適切 継続 Ⅰ 334

78-1 保健センター（母親学級） 継続 336

78-2 保健センター（育児相談・育児グループ支援） 継続 338

78-3 保健センター（親と子の相談室） 継続 340

78-4 保健センター（乳幼児事敀防止対策） 継続 342

114 教育委員会の運営 適切 継続 Ⅱ 344

114-1 委員会運営 継続 346

115 奨学資金の貸付 適切 継続 Ⅰ 348

115-1 奨学資金の貸付 継続 350

116 教育だよりの発行及び配布 適切 継続 Ⅰ 352

116-1 教育だよりの発行及び配布 継続 354

117 学校情報公開制度の運営 適切 継続 Ⅱ 356

117-1 学校情報公開制度の運営 継続 358

118 学校交換便業務委託 適切 継続 Ⅱ 360

118-1 学校交換便業務委託 継続 362

119 学校選択制の推進 適切 継続 Ⅰ 364

119-1 学校選択制の推進 継続 366

120 教育センターの運営 適切 継続 Ⅰ 368

120-1 運営費（教育研究調査員報酬等） 継続 370

120-2 運営費（教育相談） 継続 372

120-3 運営費（科学教育） 継続 374

120-4 運営費（視聴覚教育） 継続 376

120-5 運営費（ことばの教室） 継続 378

120-6 運営費（つくし教室） 継続 380

120-7 運営費（サイエンス・プログラムの推進） 継続 382

120-8 運営費（新宿子どもほっとラインの運営） 継続 384

120-9 設備整備 継続
施設
管理

386

120-10 一般管理費 継続 388

122 教育施設の施設整備と保守管理 適切 継続 Ⅱ 390

122-1 一般営繕（小学校） 継続
施設
管理

392

122-2 保守管理委託等（小学校） 継続
施設
管理

394

122-3 一般営繕（中学校） 継続
施設
管理

396

122-4 保守管理委託等（中学校） 継続
施設
管理

398

122-5 一般営繕（特別支援学校） 継続
施設
管理

400

123 普通学級の管理運営（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 402

123-1
普通学級の管理運営（小学校）（一般管理費・光熱水
費・借地料）

継続 404

123-2
普通学級の管理運営（中学校）（一般管理費・光熱水
費・借地料）

継続 406

子どもの育
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3
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Ⅱ



総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

124 ブラスバンド等の充実（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 408

124-1 ブラスバンドの充実（小学校） 継続 410

124-2 部活動の充実（中学校） 継続 412

125 義務教育教材整備（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 414

125-1 義務教育教材整備（小学校） 継続 416

125-2 義務教育教材整備（中学校） 継続 418

126 理科教育等設備整備（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 420

126-1 理科教育等設備整備（小学校） 継続 422

126-2 理科教育等設備整備（中学校） 継続 424

127 就学援助（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 426

127-1 学用品費給与（小学校） 継続 428

127-2 給食費給与（小学校） 継続 430

127-3 校外教授費給与（小学校） 継続 432

127-4 医療費給与（小学校） 継続 434

127-5 通学費給与（小学校） 継続 436

127-6 特別支援学級就学奨励費給与（小学校） 継続 438

127-7 その他法定外援助（小学校） 継続 440

127-8 学用品費給与（中学校） 継続 442

127-9 給食費給与（中学校） 継続 444

127-10 校外教授費給与（中学校）法定分 継続 446

127-11 校外教授費給与（中学校）法定外 継続 448

127-12 医療費給与（中学校） 継続 450

127-13 通学費給与（中学校） 継続 452

127-14 特別支援学級就学奨励費給与（中学校） 継続 454

127-15 その他法定外援助（中学校） 継続 456

128 学校給食の管理運営（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 458

128-1 運営費（小学校） 継続 460

128-2 運営費（中学校） 継続 462

128-3 備品整備（小学校） 継続 464

128-4 備品整備（中学校） 継続 466

129 学校保健の管理運営（小・中学校） 適切 継続 Ⅰ 468

129-1 学校医報酬（小学校） 継続 470

129-2 結核検診（小学校） 継続 472

129-3 心臓検診（小学校） 継続 474

129-4 腎臓検診（小学校） 継続 476

129-5 脊柱側わん症検診（小学校） 継続 478

129-6 寄生虫卵検査（小学校） 継続 480

学習や生
活の場に
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魅力ある
学校づくり

②

未来を担う
子どもの、
一人ひとり
の生きる力
を育むまち

3

だれもが人
として尊重
され、自分
らしく成長
していける
まち

Ⅱ



総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

129-8 小児生活習慣病予防検診（小学校） 継続 482

129-9 その他保健衛生費（小学校） 継続 484

129-10 学校医報酬（中学校） 継続 486

129-11 結核検診（中学校） 継続 488

129-12 心臓検診（中学校） 継続 490

129-13 腎臓検診（中学校） 継続 492

129-14 脊柱側わん症検診（中学校） 継続 494

129-16 小児生活習慣病予防検診（中学校） 継続 496

129-17 その他保健衛生費（中学校） 継続 498

130 新宿養護学校の管理運営 適切 継続 Ⅰ 500

130-1 学校医報酬 継続 502

130-2 スクールバスの運行委託 継続 504

130-3 管理運営費 継続 506

130-4 義務教育教材整備 継続 508

131 女神湖高原学園の管理運営
改善が
必要

手段
改善

Ⅰ 510

131-1 施設の管理運営・女神湖高原学園借地料
手段
改善

指定
管理

512

131-2 設備整備 拡大
施設
管理

514

141 新宿未来創造財団運営助成 適切 継続 Ⅰ 516

141-1 新宿未来創造財団運営助成 継続
補助
金等

518

142 学校施設の活用 適切 継続 Ⅰ 520

142-1 学校施設の活用（学校校庭の活用10校 夜間3校） 継続 522

142-2 学校施設の活用（学校体育館等の活用40校） 継続 524

142-3 学校施設の活用（学校プールの活用35校 夜間1校） 継続 526

143 運動広場の開放 適切 継続 Ⅰ 528

143-1 運動広場の解放 継続 530

144 スポーツ推進委員の活動 適切 継続 Ⅰ 532

144-1 スポーツ推進委員の活動　42名 継続 534

145 区民ギャラリーの管理運営 適切 継続 Ⅰ 536

145-1 区民ギャラリーの管理運営（管理運営費） 継続
指定
管理

538

146 ギャラリーオーガード“みるっく”の管理運営 適切 継続 Ⅱ 540

146-1
ギャラリーオーガード“みるっく”の管理運営（管理運営
費）

継続
施設
管理

542

147 生涯学習館の管理運営 適切 継続 Ⅰ 544

147-1 生涯学習館（管理運営費） 継続
指定
管理

546

148 新宿スポーツセンターの管理運営 適切 継続 Ⅰ 548

148-1 新宿スポーツセンター（管理運営費） 継続
指定
管理

550

149 新宿コズミックスポーツセンターの管理運営 適切 継続 Ⅰ 552

149-1 新宿コズミックスポーツセンター（管理運営費） 継続
指定
管理

554

だれもが人
として尊重
され、自分
らしく成長
していける
まち

Ⅱ

①

生涯にわ
たって学
び、自らを
高められる
まち

4
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楽しむ環
境の充実
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学校づくり

3



総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

150 公園内運動施設の管理運営 適切 継続 Ⅰ 556

150-1 野球場、庭球場（管理運営費） 継続
指定
管理

558

151 大久保スポーツプラザの管理運営 適切 継続 Ⅰ 560

151-1 大久保スポーツプラザの管理運営（管理運営費） 継続
指定
管理

562

163 公衆浴場の支援 適切 継続 Ⅰ 564

163-1 公衆浴場設備費等助成 継続
補助
金等

566

163-2 公衆浴場資金の貸付及び利子補給 継続
補助
金等

568

164 中強羅区民保養所の管理運営 適切 継続 Ⅰ 570

164-1 中強羅区民保養所（管理運営費） 継続
指定
管理

572

165 区民健康村の管理運営 適切 継続 Ⅰ 574

165-1 区民健康村（管理運営費） 継続
指定
管理

576

166 高齢者健康増進事業（いきいきハイキング） 適切 継続 Ⅰ 578

166-1 高齢者健康増進事業（いきいきハイキング） 継続 580

167 高齢者健康増進事業（マッサージサービス） 適切 継続 Ⅰ 582

167-1 高齢者健康増進事業（マッサージサービス） 継続 584

168 高齢者健康増進事業（ふれあい入浴） 適切 継続 Ⅰ 586

168-1 高齢者健康増進事業（ふれあい入浴） 継続 588

169 高齢者健康増進事業（湯ゆう健康教室） 適切 継続 Ⅰ 590

169-1 高齢者健康増進事業（湯ゆう健康教室） 継続 592

170 地域保健医療支援体制の整備等 適切 継続 Ⅰ 594

170-1
地域保健医療支援体制の推進（緊急一時入院病床
の確保）

継続 596

170-2
地域保健医療支援体制の推進（地域保健医療体制
整備協議会の運営）

継続 598

170-3
地域保健医療支援体制の推進（かかりつけ医機能の
推進）

継続 600

170-4
地域保健医療支援体制の推進（在宅療養支援の推
進）

継続 602

171 国民健康保険の運営 適切
手段
改善

Ⅰ 604

171-1 被保険者証の更新 継続 606

171-3 窓口案内業務委託 継続 608

171-4 運営協議会 継続 610

171-5
趣旨普及費（くらしと国保の発行、外国語版くらしと国
保の発行）

継続 612

171-6 特定健診事業費 継続 614

171-7 歯科健康診査 継続 616

171-8 保養施設（指定旅館） 継続 618

171-9 保養施設（夏季保養施設）
手段
改善

620

173 健康増進事業等 適切 継続 Ⅰ 622

173-1 生活習慣病予防事業等（健康手帳の交付） 継続 624

173-2 生活習慣病予防事業等（成人健康診査） 継続 626

Ⅱ

一人ひとり
の健康づく
りを支える
取組みの
推進

①

生涯にわ
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173-3 生活習慣病予防事業等（がん検診） 継続 628

173-4 保健センター（健康教育） 継続 630

173-6 保健センター（健康相談） 継続 632

173-8
健康づくり行動計画（がん対策・食育推進計画等）の
推進

継続 634

174 栄養業務
改善が
必要

手段
改善

Ⅰ 636

174-1 栄養指導
手段
改善

638

175 母子保健事業（健康づくり） 適切 継続 Ⅰ 640

175-1 母子保健事業（妊婦健康診査等） 継続 642

175-2 母子保健事業（すくすく赤ちゃん訪問） 継続 644

175-3 母子保健事業（乳幼児健康診査） 継続 646

175-4 母子保健事業（母子健康手帳の交付） 継続 648

175-5 母子保健事業（母子医療給付） 継続 650

175-6 保健センター（乳幼児健康診査） 継続 652

175-7 保健センター（産婦健康相談） 継続 654

175-8 保健センター（子どもすこやか相談） 継続 656

176 はじめまして赤ちゃん応援事業 適切 継続 Ⅰ 658

176-1 保健センター（はじめまして赤ちゃん応援事業） 継続 660

177 歯科保健事業（健診・相談） 適切 継続 Ⅰ 662

177-1 歯科保健事業等（歯科健康診査） 継続 664

177-2 歯科保健事業等（妊婦歯科健康診査） 継続 666

177-4 保健センター（歯科衛生相談） 継続 668

178 歯科保健事業（体制整備）
改善が
必要

手段
改善

Ⅰ 670

178-1 歯科保健事業等（かかりつけ歯科医機能の推進）
手段
改善

672

178-2 口腔機能向上指導者養成講座 継続 674

179 歯科保健事業（歯科医療協議会の運営） 適切 継続 Ⅱ 676

179-1 歯科保健事業等（歯科医療協議会の運営） 継続 678

180 喫煙による健康被害の防止 適切 継続 Ⅰ 680

180-1 喫煙による健康被害の防止 継続 682

181 自殺総合対策 適切
手段
改善

Ⅰ 684

181-1 自殺総合対策
手段
改善

686

182 医療安全相談窓口の運営 適切 継続 Ⅰ 688

182-1 医療安全相談窓口の運営 継続 690

183 精神障害者への支援 適切 継続 Ⅰ 692

183-1 精神保健福祉事業（精神保健相談） 継続 694

183-2
精神保健福祉事業（精神保健福祉連絡協議会の運
営）

継続 696

一人ひとり
の健康づく
りを支える
取組みの
推進

①
心身ともに
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183-3 精神保健福祉事業（働く人のメンタルヘルス）
手段
改善

698

183-4 保健センター（精神保健相談） 継続 700

183-5 保健センター（精神障害者デイケア） 継続 702

183-6 保健センター（精神障害者自立支援） 継続 704

184 骨粗しょう症予防検診 適切 継続 Ⅰ 706

184-1 保健センター（骨粗しよう症予防検診） 継続 708

185 訪問指導の充実 適切 継続 Ⅰ 710

185-1 保健センター（訪問指導） 継続 712

186 保健センターの管理運営 適切 継続 Ⅱ 714

186-1 保健センター（管理運営費） 継続
施設
管理

716

187 区民健康センターの管理運営
改善が
必要

手段
改善

Ⅰ 718

187-1 区民健康センター（休日急患対策）
手段
改善

720

187-2 区民健康センター（休日歯科応急診療） 継続 722

187-3 区民健康センター（休日夜間診療） 拡大 724

187-4 区民健康センター（訪問看護ステーション） 継続 726

187-5 区民健康センター（健康相談）
手段
改善

728

187-6 区民健康センター（精密検査）
手段
改善

730

187-7 区民健康センター（管理運営費）
手段
改善

施設
管理

732

255 心身障害者扶養年金事務（扶養共済制度） 適切 継続 Ⅱ 734

255-1 心身障害者扶養年金事務 継続 736

256 心身障害者医療費助成事務 適切 継続 Ⅱ 738

256-1 心身障害者医療費助成事務 継続 740

257 障害者自立支援ネットワーク 適切 継続 Ⅰ 742

257-1 障害者自立支援ネットワーク（ネットワークの運営） 継続 744

257-2
障害者自立支援ネットワーク（身体障害者相談員業務
委託）

継続 746

257-3
障害者自立支援ネットワーク（知的障害者相談員業務
委託）

継続 748

258 介護給付費等の支給に関する審査会 適切 継続 Ⅱ 750

258-1 介護給付費等認定審査会 継続 752

259 障害児等タイムケア事業 適切 継続 Ⅰ 754

259-1 障害児等タイムケア事業運営助成等 継続
補助
金等

756

260 障害者就労支援施設事業運営助成等 適切
手段
改善

Ⅰ 758

260-1 障害者就労支援施設事業運営助成等
手段
改善

補助
金等

760

261 障害者支援施設運営助成 適切 拡大 Ⅰ 762

261-1 障害者支援施設運営助成 拡大
補助
金等

764

262 障害者への自立支援給付等 適切 継続 Ⅰ 766

262-1 障害者への自立支援給付等（介護給付費等） 継続 768

262-2 障害者への自立支援給付等（訓練等給付費等） 継続 770

だれもが互
いに支え
合い、安心
してくらせ
るまち
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262-3 障害者への自立支援給付等（相談支援給付費） 継続 772

262-4 障害者への自立支援給付等（自立支援医療費） 継続 774

262-5 障害者への自立支援給付等（補装具費） 継続 776

262-6
障害者への自立支援給付等（高額障害福祉サービス
費等）

継続 778

263 障害児支援給付 適切 継続 Ⅰ 780

263-1 障害児支援給付（障害児通所給付費等） 継続 782

263-2 障害児支援給付（高額障害児通所給付費） 継続 784

263-3 障害児支援給付（障害児相談支援給付費） 継続 786

264 障害者地域生活支援事業 適切 継続 Ⅰ 788

264-1 障害者地域生活支援事業（相談支援） 継続 790

264-2 障害者地域生活支援事業（コミュニケーション支援） 継続 792

264-3 障害者地域生活支援事業（日常生活用具給付等） 継続 794

264-4 障害者地域生活支援事業（移動支援） 継続 796

264-5 障害者地域生活支援事業（日中一時支援） 継続 798

264-6 障害者地域生活支援事業（生活サポート） 継続 800

264-7 障害者地域生活支援事業（地域活動支援センター） 継続 802

264-8 障害者地域生活支援事業（福祉ホーム等） 拡大
補助
金等

804

265 福祉手当等の支給 適切 継続 Ⅰ 806

265-1 福祉手当（心身障害者福祉手当） 継続 808

265-2 福祉手当（特別障害者手当等） 継続 810

265-3 原爆被爆者への見舞 継続 812

266 心身障害者への助成 適切 継続 Ⅰ 814

266-1 心身障害者への助成（歯科診療） 継続 816

266-2 心身障害者への助成（リフトタクシー運行委託） 継続 818

266-3 心身障害者への助成（タクシー利用料） 継続 820

266-4 心身障害者への助成（自動車燃料費） 継続 822

266-5 心身障害者への助成（自動車運転教習費） 継続 824

266-6 心身障害者への助成（障害者位置探索システム） 継続 826

267 在宅重度心身障害者への助成 適切 継続 Ⅰ 828

267-1 在宅重度心身障害者への助成（理美容サービス） 継続 830

267-2 在宅重度心身障害者への助成（家事援助事業）
事業
廃止

832

267-3 在宅重度心身障害者への助成（介護人休養） 継続 834

267-4
在宅重度心身障害者への助成（寝具乾燥消毒サービ
ス）

継続 836

267-5 在宅重度心身障害者への助成（紙おむつ等支給） 継続 838

267-6 在宅重度心身障害者への助成（巡回入浴サービス） 継続 840

267-7
在宅重度心身障害者への助成（重度脳性麻痺者介
護人派遣）

継続 842

267-8 在宅重度心身障害者への助成（緊急通報システム） 継続 844
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268 身体障害者への助成 適切 継続 Ⅰ 846

268-1 身体障害者への助成（自動車改造費） 継続 848

268-2 身体障害者への助成（電話使用料） 継続 850

269 その他給付等助成 適切 継続 Ⅰ 852

269-1 その他給付等助成（聴覚障害者等電話ファクシミリ）
事業
廃止

854

269-2 その他給付等助成（遠距離施設訪問家族交通費） 継続 856

269-3
その他給付等助成（精神障害者等社会参加促進配
食サービス）

継続 858

270 高次脳機能障害者支援事業 適切 継続 Ⅰ 860

270-1 高次脳機能障害者支援事業 継続 862

271 視覚・聴覚障害者支援事業 適切 継続 Ⅰ 864

271-1 視覚・聴覚障害者支援事業 継続 866

272 特別永住者等重度障害者特別給付金 適切 継続 Ⅰ 868

272-1 特別永住者等重度障害者特別給付金 継続 870

273 障害者施設医療的ケア体制への支援 適切 拡大 Ⅰ 872

273-1 障害者施設医療的ケア体制への支援 拡大 874

275 難病対策事業 適切 拡大 Ⅰ 876

275-1 難病対策事業（難病療養相談等） 拡大 878

275-2
難病対策事業（在宅難病患者医療機器貸与者訪問
看護）

継続 880

275-3 難病対策事業（難病患者等居宅生活支援事業） 継続 882

275-4 保健センター（難病療養相談等） 継続 884

328 住宅修繕工事等業者あっ旋 適切 継続 Ⅰ 886

328-1 住宅修繕工事等業者あっ旋 継続 888

329 都営住宅公募事務 適切 継続 Ⅱ 890

329-1 都営住宅公募事務 継続 892

330 住宅まちづくり審議会の運営 適切 継続 Ⅱ 894

330-1 住宅まちづくり審議会の運営 継続 896

331 住宅相談 適切 継続 Ⅰ 898

331-1 住宅相談 継続 900

332 住宅資金の融資あっ旋利子補給 適切 継続 Ⅰ 902

332-1 住宅資金利子補給（平成9年度までの制度分） 継続
補助
金等

904

333 民間賃貸住宅家賃助成 適切 継続 Ⅰ 906

333-1 民間賃貸住宅家賃助成（定住化基金利子運用事業） 継続
補助
金等

908

334 子育てファミリー世帯居住支援 適切 継続 Ⅰ 910

334-1 子育てファミリー世帯居住支援 継続
補助
金等

912

335 住み替え居住継続支援 適切 継続 Ⅰ 914

335-1 住み替え居住継続支援 継続
補助
金等

916

336 被災者支援施設の運営 適切 継続 Ⅰ 918

だれもが安
心して住み
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336-1 被災者支援施設の確保 継続 920

338 区営住宅の管理運営 適切 継続 Ⅱ 922

338-1 区営住宅 継続
施設
管理

924

339 区民住宅の管理運営 適切 継続 Ⅱ 926

339-1 区民住宅 継続
施設
管理

928

340 特定住宅の管理運営 適切 継続 Ⅱ 930

340-1 特定住宅 継続
施設
管理

932

341 事業住宅の管理運営 適切 継続 Ⅱ 934

341-1 事業住宅 継続
施設
管理

936

342 建築許可・確認等事務 適切 継続 Ⅰ 938

342-1 建築許可、確認等事務 継続 940

343 建築相談等 適切 継続 Ⅰ 942

343-1 建築相談等 継続 944

344 建築物整備指導事務 適切 継続 Ⅰ 946

344-1 建築物整備指導事務 継続 948

345 建築審査会の運営 適切 継続 Ⅱ 950

345-1 建築審査会の運営 継続 952

346 都市計画行政資料整備 適切 継続 Ⅰ 954

346-1 都市計画行政資料整備 継続 956

347 建築関係統計調査 適切 継続 Ⅱ 958

347-1 建築関係統計調査 継続 960

348 建築行政資料整備 適切 継続 Ⅰ 962

348-1 建築行政資料整備 継続 964

372 防火防災協会及び防犯協会への事業助成 適切 継続 Ⅰ 966

372-1 各種団体への事業助成（防火防災協会　3協会） 継続
補助
金等

968

372-2 各種団体への事業助成（防犯協会  4協会） 継続
補助
金等

970

375 地域の初期消火体制等の確立 適切 継続 Ⅰ 972

375-1 消火器の配備（地域配備消火器の維持管理） 継続 974

375-2 消火器の配備（生活保護世帯への配付） 継続 976

375-3 各種水利の維持管理（防火貯水槽） 継続
施設
管理

978

375-4 各種水利の維持管理（小型防火貯水槽） 継続
施設
管理

980

375-5 各種水利の維持管理（井戸） 継続
施設
管理

982

375-6 小型消防ポンプの保守点検 継続 984
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Ⅲ

災害に強
い体制づく
り

②
災害に備
えるまち

3

だれもが安
心して住み
続けられる
豊かな住
まいづくり

④

だれもがい
きいきとくら
し、活躍で
きるまち

2



総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

384 消防団活動への振興助成 適切 継続 Ⅰ 986

384-1 消防団への事業助成　3消防団 継続
補助
金等

988

384-2 消防団用具等の購入 継続
補助
金等

990

384-3 優良消防団員表彰等（優良消防団員表彰等） 継続 992

384-4 優良消防団員表彰等（消防団員家族観劇会） 継続 994

402 リサイクル清掃審議会の運営 適切 継続 Ⅱ 996

402-1 リサイクル清掃審議会の運営 継続 998

403 清掃協力会の活動支援 適切 継続 Ⅰ 1000

403-1 清掃協力会の活動支援 継続 1002

405 一般廃棄物処理業の許可事務等 適切 継続 Ⅱ 1004

405-1 一般廃棄物処理業の許可事務等 継続 1006

406
一般廃棄物収集運搬業務に関わる職員の安全衛生
管理

適切 継続 Ⅱ 1008

406-1 職員の安全管理 継続 1010

408 ごみの発生抑制に向けた普及啓発 適切 継続 Ⅰ 1012

408-1 ごみの発生抑制（普及啓発） 継続 1014

409 一般廃棄物の収集運搬業務 適切 継続 Ⅰ 1016

409-1 直営車両の維持管理 継続
施設
管理

1018

409-2 収集車両の雇上げ 継続 1020

409-3 収集作業の運営 継続 1022

411 有料ごみ処理券の交付等 適切 継続 Ⅰ 1024

411-1 有料ごみ処理券の交付等 継続 1026

412 本庁舎以外の区施設の資源回収 適切 継続 Ⅱ 1028

412-1 本庁舎外事業所の資源回収 継続 1030

413 新宿清掃事務所等の管理運営 適切 継続 Ⅱ 1032

413-1 清掃事務所の管理運営（管理運営費） 継続
施設
管理

1034

413-2 ストックヤードの維持管理 継続
施設
管理

1036

414 新宿中継所の管理運営 適切 継続 Ⅰ 1038

414-1 新宿中継所（中継車両の雇上げ） 継続 1040

414-2 新宿中継所（中継作業の運営） 継続 1042

414-3 新宿中継所（維持管理） 継続
施設
管理

1044

415 リサイクル活動センターの管理運営 適切 継続 Ⅰ 1046

415-1 リサイクル活動センターの管理運営　2所 継続
指定
管理

1048

416 建設リサイクル事務 適切 継続 Ⅰ 1050

416-1 建設リサイクル事務 継続 1052

425 たばこ商業協同組合への事業助成 適切
手段
改善

Ⅰ 1054

425-1 たばこ商業協同組合への事業助成
手段
改善

補助
金等

1056

Ⅳ

資源循環
型社会の
構築

①

災害に強
い体制づく
り

②
災害に備
えるまち

3

安全で安
心な、質の
高いくらし
を実感でき
るまち

Ⅲ

持続可能
な都市と
環境を創
造するまち

良好な生
活環境づく
りの推進

③

環境への
負荷を尐
なくし、未
来の環境
を創るまち

1



総合
評価

方向
性

評価
シート

ページ経常事業・予算事業個別目標基本目標 基本施策

445 地域に根ざしたみどりの普及や啓発 適切 継続 Ⅰ 1058

445-1 みどりの普及 継続 1060

446 みどりの推進審議会の運営 適切 継続 Ⅱ 1062

446-1 みどりの推進審議会の運営 継続 1064

447 みどりのしくみづくり 適切 継続 Ⅰ 1066

447-1 みどりをふやすしくみづくりの推進 継続 1068

449 街路樹の維持管理 適切 継続 Ⅰ 1070

449-1 街路樹、植樹帯等の維持管理 継続
施設
管理

1072

449-2 新宿りっぱな街路樹運動（街路樹管理指針の推進） 継続 1074

449-3
新宿りっぱな街路樹運動（計画道路事業における街路
樹の整備促進）

継続 1076

449-4 新宿りっぱな街路樹運動（道のサポーター制度） 継続 1078

451 河川等の維持管理 適切 継続 Ⅰ 1080

451-1 河川等の維持管理（護岸補修等） 継続
施設
管理

1082

451-2 河川等の維持管理（占有許可事務） 継続 1084

451-3 河川しゅんせつ 継続
施設
管理

1086

505
新宿未来創造財団運営助成（文化財、郷土資料調査
研究）

適切 継続 Ⅰ 1088

505-1
新宿未来創造財団運営助成（文化財、郷土資料調査
研究）

継続
補助
金等

1090

516 乳幼児文化体験事業 適切 縮小 Ⅰ 1092

516-1 乳幼児文化体験事業 縮小 1094

517 友好都市交流の推進 適切 継続 Ⅰ 1096

517-1 友好都市交流の推進 継続 1098

518 新宿文化センターの管理運営 適切 継続 Ⅰ 1100

518-1 新宿文化センター（管理運営費） 継続
指定
管理

1102

519 新宿未来創造財団運営助成（文化活動・国際交流） 適切 継続 Ⅰ 1104

519-1 新宿未来創造財団運営助成（文化活動・国際交流） 継続
補助
金等

1106

560 生鮮三品小売店活性化事業
改善が
必要

手段
改善

Ⅰ 1108

560-1 生鮮三品小売店活性化事業
手段
改善

1110

562 新宿区商店会連合会への事業助成 適切 継続 Ⅰ 1112

562-1 新宿区商店会連合会への事業助成 継続
補助
金等

1114

563 地域商業イメージアップ促進事業
改善が
必要

統合 Ⅰ 1116

563-1 地域商業イメージアップ促進事業 完了
補助
金等

1118

Ⅵ

持続可能
な都市と
環境を創
造するまち

Ⅳ

①

誰もが、訪
れたくなる
活気と魅
力あふれ
る商店街
づくり

②

ひと、ま
ち、文化の
交流が創
るふれあい
のあるまち

3

文化芸術
創造の基
盤の充実

③

区民による
新しい文
化の創造

②

多様なライ
フスタイル
が交流し、
「新宿らし
さ」を創造
していくま
ち

2

都市を支
える豊かな
水とみどり
を創造す
るまち

②

文化・歴史
の掘り起こ
し、継承・
発展・発信

成熟した
都市文化
が息づく、
魅力豊か
なまち

1

みどりを残
し、まちを
広げる



　５．２　経常事業評価シートⅠの見方

経常事業評価シートⅠ 区の個別計画

24年度末の現況

担当する常勤職員

担当する非常勤職員

備考

根拠
法令

3,214一般財源 千円

予算現額（事業費）

29年度末の目標

新宿区コミュニティ活動補償制度取扱要綱

人

特定財源

一般財源投入率

68.6

24年度

11

　この事業を実施したことにより、コミュニティ活動参加実績が増加したか、経費が削減されたかの調査を
実施することは困難です。また、区全体のコミュニティ活動を把握することも困難であるため指標の設定
はできません。アンケート調査することを検討していきます。

事業の目標・指標

予算
事業

事業経費 千円 3,214

備考単位 23～25年度23年度

事業
の

目的

指標名

％

4,021 3,249

100.0

事業
区分

義務的
自治

73.283.378.8

4,149

100.0

10,484

0.80

6,347 3,857 14,327

執行率

2.80

70.0

14,981

4,123

77.566.0

4,737千円

63.4

1.001.00

執行率

当初予算額（事業費）

％

千円

4,021

6,095

100.0％

千円

事業経費

□

財源

■

10,484

コミュニティ活動補償制度

3,249

25年度

100.0

□

□

□
法定
受託

定義

単独
自治

実施
方法

補助金□
指定
管理

　区民が公益的な活動を行う過程で発生した事故に
よる損害を補償することで、安心して活動に取り組め
る環境を整備し、コミュニティ活動の推進を図ります。
　区が保険料を負担し、事務手続きを行うことで、各
地域団体の経済的負担を軽減し、事務量の削減を図
ります。また補償額の平準化により公平に対応しま
す。

Ⅰ

直営

個別
目標

2
経常

事業名 コミュニティ活動補償制度

都委任 □ ■

基本
目標

基本
施策

委託

①

　区民または区内に活動拠点を置く地域
団体が、広く公共の利益を目的とし、計画
的・継続的に無報酬で行う国内における活
動が補償の対象です。
　補償内容
　　傷害補償
　　賠償責任補償
　　疾病死亡弔慰金補償

事業
概要

事業区分
事業の根拠法
令等により分類
する

予算事業
経常事業を構
成する予算事
業

事業経費
過去３年間にお
ける事業に要
する経費



費用対効果とい
う面から効果
的・効率的に行
われているか

適切

　区の事業に掛ける保険をそれぞれの主管課で役務費として計上していたものを
統合することにより、経費を削減させたばかりでなく、地域団体が行う活動も制度
の趣旨に合えば幅広く補償の対象としており効果的です。また、地域団体や区の
事業課が事前の加入手続きや参加者の登録をする必要がなく、事故後に団体の
代表者が事故報告を行い、保険会社との手続きも一本化できていることから非常
に効率的です。

上記の分析を
踏まえた改革改
善の方針や考
え方

適切

　区の事業も対象にしているため、事業費及び職員の事務負担も軽減されてお
り、制度の目的は達成されています。引き続き、区の広報紙などにより、周知を
図っていきます。

適切

使用料や手数
料の導入の可
否等の分析を
踏まえた導入の
方向性及び改
革改善の内容

類似する事業と
の連携による効
果的・効率的な
事業運営の可
否等の分析を
踏まえた方向性
及び改革改善
の内容

受益者負担 協働

経常
事業

所属部

目的又は
実績の
評価

適切

　この制度によりコミュニティ活動の推進が図られたか否かの調査は困難ですが、
区及び地域団体の事務量軽減に寄与しています。
　事業を知らずに補償金の請求漏れとなることがないよう、引き続き周知に努めま
す。

総合評価

対象外 対象外

類似・関連

効果的
効率的

改革・改善
事業の
方向性

[・継続・拡大・縮小・統合・手段改善・完了・事業休止・事業廃止・その他]継続

　当初は、この保険の対象を、コミュニティ活動を行う小学生以上としていました
が、区民の要望を受け、祭りなどに参加する未就学児や、活動される方が同伴す
る未就学児に対象を広げ、区民のニーズに適切に対応しています。

所管課11

事業評価

部地域文化 課生涯学習コミュニティ

手段の
妥当性

上記の総合評
価や予算事業
の分担を踏まえ
た今後の方向
性

　コミュニティ活動中の事故に
よる傷害や賠償責任を補償す
るもので、類似・関連事業はあ
りません。
　ただし、区が法律上の賠償責
任を負う場合は、自治体総合
賠償責任保険で対応します。

　区の施設にパンフレットを置くとともに、広報紙に掲載するなど、周知活動に取り組んでいきま
す。

方向性

改革改善
の内容

改革改善
の内容

　公益的な活動中の事故に対す
る補償なので、受益者負担の考
えにはなじみません。

　保険事務処理につき、協働に
はなじまない事業です。

協働の有無や
導入状況の分
析を踏まえた今
後の方向性及
び改革改善の
内容

対象外

事業目的や意
図する成果に対
して達成できて
いるか

上記の４つの視
点を踏まえた総
合的な評価

サービス
の負担と
担い手

適切

　区民のコミュニティ活動を通じて、ふれあいと連帯意識を促進させることを目的と
した事業です。この目的を達成するために、区民は無償で活動を行い、区が補償
制度によりその活動を支援するこの制度の役割分担は適切と考えます。

評価の
視点

   評価区分
・適切
・改善が必要

評価の理由
サービスの負担
と担い手の観点
から分類し、適
正な対応がとら
れているか

事業の対象・手
段が、実績や社
会情勢・環境の
変化等を踏まえ
適切であるか



　５．３　経常事業評価シートⅡの見方

事業経費
過去３年間に
おける事業に
要する経費

事業区分
事業の根拠法
令等により分
類する

予算事業
経常事業を構
成する予算事
業

経常事業評価シートⅡ 114

基本
目標

Ⅱ
個別
目標

3
基本
施策

②
経常

事業名 教育委員会の運営

事業の
目的

　教育の政治的中立の維持、教育行政の継続性・安
定の確保及び地域住民の意向の反映を図ることを目
的として、地方教育行政の組織及び運営に関する法
律に基づき、合議制の執行機関である教育委員会を
設置し、運営しています。

事業
概要

①教育委員会の組織
　地方教育行政の組織及び運営に関する
法律に基づき設置する合議制の執行機関
であり、6人の委員により組織しています。
②教育委員会の会議
　教育に関する一般方針の決定、教育委員
会規則の制定改廃その他重要な案件を処
理するため、定例会(月1回)及び臨時会を
開催しています。また、会議録の作成を速
記業務委託により行っています。
③教育委員会の活動
　学校訪問、研究発表、入学式・卒業式及
び周年行事への出席、保護者代表者との
懇談会の実施、区外視察等により、学校の
実態把握等に努めています。
④その他事務
　教育委員会交際費の支出等、教育委員
会の運営に必要な事務を行います。

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任 ■
義務的
自治

□
単独
自治

根拠
法令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
新宿区教育委員会会議規則
新宿区教育委員会交際費に関する要綱

実施
方法

■ 直営 ■ 委託 □ 補助金 □
指定
管理

予算
事業

委員会運営

事業経費

単位 23年度 24年度 25年度 23～25年度 備考

財源

一般財源 千円 941 754 854 2,549

特定財源 千円

一般財源投入率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

事業経費 千円 941 754 854 2,549

当初予算額（事業費） 千円 1,839 1,481 1,481 4,801

執行率 ％ 51.2 50.9 57.7 53.1

予算現額（事業費） 千円 1,839 1,481 1,460 4,780

執行率 ％ 51.2 50.9 58.5 53.3

担当する常勤職員

人

0.80 0.80 0.80 2.40

担当する非常勤職員

区の個別計画 新宿区教育ビジョン



予算事業の手法
が経常事業の目
的にどれだけ寄与
しているか

予算事業で分析し
た内容や課題を踏
まえ、予算事業が
適切に実施されて
いるか

上記の３つの視点
を踏まえた総合的
な評価

　教育委員会の会議は、公開により開催するとともに会議録を作成し区民に公開し
ています。会議録の公開は教育行政の透明性を図るとともに説明責任を果たすた
めにも有効であり適切です。また、教育委員が区外の教育施設や校外学習の視察
をすることは、学習内容や教育施設の現状を的確に把握でき、教育委員会での適
正な審議に寄与するもので有効です。また、交際費は、関係団体等との交際の際に
特に必要かつ社会通念上妥当な範囲での執行としており、教育行政の円滑な運営
に有効であり適切です。

協働の有無や導
入状況の分析を
踏まえた今後の方
向性及び改革改
善の内容

使用料や手数料
の導入の可否等
の分析を踏まえた
導入の方向性及
び改革改善の内
容

類似する事業との
連携による効果
的・効率的な事業
運営の可否等の
分析を踏まえた方
向性及び改革改
善の内容

上記の分析を踏ま
えた改革改善の方
針や考え方

上記の総合評価
や予算事業の分
担を踏まえた今後
の方向性

費用対効果の面
から効果的・効率
的に行われている
か

所管課

   評価区分
・適切
・改善が必要

事業の
方向性

改革・改善

効率性 適切

114

　教育委員会の定例会(月1回)のほかに、教育に関する緊急かつ重要な案件を決
定するための臨時会を必要に応じて開催することは適切です。また、教育委員会の
会議録の作成に当たっては、速記業務委託をすることにより正確で迅速な記録及
び区民への閲覧ができるため、効率的であり適切です。

総合評価

所属部
教育委員会
事務局

教育調整 課

受益者負担

評価の
視点

経常
事業

予算事業
の総拢

適切

評価の理由

協働

対象外

事業評価

　教育委員会は地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき設置されるものであり、今後も
会議運営等の必要な事務を継続していきます。予算の執行状況については主に事務用品等の消耗
品の執行率が低いため、経費を精査していきます。改革改善

の内容

　会議録作成に係る経費については議案数や内容に応じた必要な回数・時間での
会議開催及び予算執行であり、また、交際費については特に必要かつ社会通念上
妥当な範囲での執行としており、必要に応じた予算執行を適切に行っていると判断
します。また、教育委員会の様々な活動は、教育委員会の会議での審議の適正化
及び活性化に寄与しており、適切な予算執行です。

有効性 適切

適切

　教育委員会は地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき設置されるも
のであり、今後も責任ある教育行政の体制確保のため、必要な事務を行います。今
後も適切に教育委員会を運営し、教育の政治的中立の維持、教育行政の継続性・
安定性の確保及び地域住民の意向反映を図っていきます。

継続 [・継続・拡大・縮小・統合・手段改善・完了・事業休止・事業廃止・その他]

改革改善
の内容

　教育委員会は地方教育行政の
組織及び運営に関する法律に基
づき設置されるものであり、連携・
統合を想定するような類似事業は
ありません。

　教育委員会の運営は教育行政
の全般に関わるものであるため、
特定の者が利益を受ける事業で
はありません。

　教育委員会の会議運営及び
教育委員の各種活動は教育委
員会が主体的に行うものであ
り、団体等との協働はなじみま
せん。

方向性

類似・関連

対象外 対象外



　５．４　予算事業シートの見方

- 経常事業名1予算事業シート

　区民が公益的な活動を行う過程で発生した事故に
よる損害を補償することで、安心して活動に取り組め
る環境を整備し、コミュニティ活動の推進を図りま
す。
　区が保険料を負担し、事務手続きを行うことで、各
地域団体の経済的負担を軽減し、事務量の削減を
図ります。また、補償額の平準化により公平に対応し
ます。

地域文化

備考

　区が保険会社と契約し、保険料を負担しま
す。
　コミュニティ活動中に事故が発生した際は、団
体の代表者から事故報告書を区に提出してい
ただきます。区は、事故内容を調査し制度の適
用対象となるか否かを判定します。適用対象の
場合は、事故報告書を保険会社に送付します。
後日負傷者等から補償金請求書を徴取し、保
険会社に送付すると、保険会社から直接請求者
の口座に補償金が振り込まれる仕組みです。

事業
手法

22 年度

単独
自治

義務
的

自治
■

生涯学習コミュニティ 課

区民及び区を活動拠点としてコミュニティ活動
を行う者

平成 所管

特定財源名称及び補助率

根拠
法令
等

コミュニティ活動補償制度取扱要綱

コミュニティ活動補償制度

部予算
事業名

11

23年度

コミュニティ活動補償制度
事業
開始

□

事業経費

23～25年度24年度 25年度

4,021 10,4843,214千円一般財源

4,000 2,000

3

100.0 100.0

3,857

100.0 100.0

③

1 1

4,7376,095

3,328

168

336,000693,000

単位

千円

千円

3,249

①保険料

②案内用冊子

単価　千円

一般財源投入率 ％

財
源
内
訳

冊

数量

1,365,000

9,119

千円

千円

168

数量

336,000

特定財源

件

計　　円

8,000

1

3,328 2,913 2,878

4,021

14,327

4,149 14,981

66.0 68.6

2,878

2,000

3,249 3,214 10,484

分担金及び負担金

使用料・手数料

国・都支出金

千円

千円

人
担当する常勤職員

担当する非常勤職員

その他収入

単価　円

数量

千円

％

事業経費(A)

執行率（B/A×100）

当初予算額 (B)

計　千円

単価　千円

計　　千円 2,913
事
業
費
の
主
た
る
使
途

種類による

73.2

77.5 70.0

63.4執行率（C/A×100） ％

千円 4,123

83.3

6,347予算現額 (C)

1.00 1.00 0.80 2.80

78.8

事業経費
過去３年間にお
ける事業に要す
る経費

事業区分
事業の根拠法
令等により分類
する 法定

受託
□ 都委任 □

事業
区分

事業
目的

対象
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　 ④ 　

受益の範囲が不特定多数であるため、サービスの対価が徴収
できない事業

コミュニティ活動補償制度 予算事業名 コミュニティ活動補償制度

経費の将来予測

分類

類似
・

関連
事業

公共性

区分 事業の性質

　

無 対象外

特記事項

受益者
負担

協働

　コミュニティ活動中の事故による傷害や賠償
責任を補償するもので、類似・関連事業はあり
ません。ただし、区が法律上の賠償責任を負う
場合は、自治体総合賠償責任保険で対応しま
す。

  公益的な活動中の事故に対する補償なの
で、受益者負担の考えにはなじみません。

　保険事務処理につき、協働にはなじまない
事業です。

分析結果

主たる内容

無

状況

　

事業のあり方を
検討する必要性
又は検討する必
要がないと分析
した理由（P269
参照)

予測不可

社会状況・情勢の変化に伴い、対象範囲を見直す余地がある事業

事業の公共的な
性質及び事業の
性質から導き出
される適正な活
動領域に対する
現在の活動領
域（P269参照）

予測不可

上記の分析を踏
まえた事業の方
向性及びその内
容

理由・課題状況 事業名番号

対象外

無 対象外

Ⅲ

適正な活動領域

行政固有

現在の活動領域

適正

② ④ 　②

経常事業名

必要性

エ

　 　

分析
事業活動実績数の将来予測

25年度

対象数活動実績

241,000円 10人

対象数

1,402,000円 24人
区民及び区を活動
拠点としてコミュニ
ティ活動を行う者

対象者
(物・団体)

23年度 24年度

活動実績 対象数

1,483,000円 23人

① 予測不可
数量
分析

事業活動対象数の将来予測

主な事業活動

補償金支払実績
（補償金支払額・件数）

①

②

活動実績

類似・関連事業
及び受益者負
担、協働につい
ての検討課題、
もしくは連携・統
合、導入をしな
い理由

活動実績
主な事業活動の
過去３年間にお
ける実績

対象数
そのサービスを
必要としている
基礎数（母数）、
または、過去の
実績から予測し
た推定値等

主な事業活動の
実績数や対象
数、経費の４～
５年後の予測

③

活動実績

③

④

状況 対象 形態 相手方の役割

③ 　

区分 あり方検討の必要性

① 　

方向性 継続 内容

　地域団体及び区の所管課が個別に対応せず一括して処理することは効率的で
あり事業を継続していきます。
　区等が実施する事業のうち、参加者を制度の対象とするか否かを毎年検討して
います。

類似・関連する
事業との連携・
統合状況、使用
料や手数料の
導入状況、協働
の導入状況

　



　５．５　予算事業シート(指定管理)の見方

予算事業シート(指定管理) - 1

過去３年間にお
ける指定管理
者が直接収入
する利用料、及
びその利用料
収入と指定管
理料の合計に
占める利用料
収入の割合

（施設名）

従事職員数

（施設名）

備考

指定管理料

指定管理料

③用地普通賃借料

千円

担当する常勤職員
人

0.57 0.49 0.49 1.55

担当する非常勤職員

指定管理料 87,000

事業経費(A) 千円 103,190 103,099 102,692

87,000

87,000

（施設名）

従事職員数 人

指定管理料 千円

分担金及び負担金 千円

人

①女神湖高原学園管
理経費

国・都支出金

その他収入

千円

千円

千円

人

千円

指定管理料 千円

千円

指定管理料

（施設名）

従事職員数

執行率（C/A×100） 99

11,413

当初予算額 (B) 313,146

執行率（B/A×100）

事
業
費
の
主
た
る
使
途

83,063

312,727

13 人

285,321

人

人

地方自治法・土地賃貸借契約書（平成3年2月）
新宿区立女神湖高原学園条例
新宿区立女神湖高原学園条例施行規則

千円

特定財源 千円

一般財源投入率 ％

使用料・手数料 千円

財
源
内
訳

24年度

都委任 □

経常事業名 女神湖高原学園の管理運営

施設別内訳等（25年度）23～25年度

教育委員会事務局

事業
目的

　新宿区立小・中学校の児童・生徒を対象とした校
外教育活動（移動教室、スキー教室及び夏季施設）
を行うこと、また、区民等に対して、生涯学習活動の
場を提供することを目的に設置している女神湖高原
学園の管理運営を行っています。

事業
手法対象

新宿区立小・中学校の児童・生徒
区民等

義務
的

自治
■□

単独
自治

根拠
法令
等

21,036 24,017

99

104,002

103,190

308,981

83,314

100

103,099

D／（指定管理料＋D）×10018.2

100 100

（施設名）女神湖高原学園

従事職員数

18,588

20.2 21.6

1

102,692

1

単位

一般財源

100

23年度

1 3

1 3

単価　千円

数量 年

83,314 83,063

年

単価　千円

253,377

数量

7,913 23,739

計　　千円

課

　女神湖高原学園の管理は指定管理者が行っ
ています。このため、指定管理者の選定、事業
評価、管理運営の指導、区民保養施設と共同
で実施している受付業務、大規模修繕の実施
などを行っています。また、立科町からの請求に
基づき支払処理を行っています。

308,981

事業経費

予算
事業名

計　　千円 3,804

7,913

単価　千円 0

施設の管理運営・女神湖高原学園借地
料

式

計　　千円

事業
開始

平成

95,107 95,10795,107

7,913

数量

事業
区分

法定
受託

□

25年度

1 1

②自治協力費

7,913 7,913

7,913

7 年度 所管
教育支援

99

3,804 3,804

00

％ 100 99 98

従事職員数

105,244

98％

千円 103,900

平成２５年度に
おける施設ごと
の従事職員数
及び指定管理
料

参考

103,648

　　（※）利用料金収入は指定管理者が直接収入する料金です。

千円

％

利用料金収入（D）（※）

利用料金収入の割合

千円予算現額 (C)

131

従事職員数

（施設名）

99

103,900 105,179



-

（ 4 段階中）

（ 4 段階中）

（ 4 段階中）

④
南（区民）棟の利用（稼働
率）

利用する区民等 ― 3,052人36.1%36.2%2,907人

15校

10校 10校 10校

3,084人

② 中学校スキー移動教室 区立中学校 10校 10校

14校14校③ 小学校夏季施設 区立小学校

10校 10校

14校 15校 14校

活動実績 対象数

10校

対象数

①
中学校移動教室（中学1
年生）

区立中学校 10校 10校 10校

Ｂ

Ｂ

10校

主な事業活動
対象者

(物・団体)

23年度 24年度 25年度

活動実績 対象数

適正

活動実績

導入前の想定 実態及び現状の課題

④

25年度

増加

横ばい
増加

状況

内容

形態

Ⅵ

① 横ばい

②

生涯学習館の管理運営

増加

有

特記事項

　

分析結果

方向性 手段改善

23年度

④

24年度

③③

イ

行政領域・中

適正な活動領域 現在の活動領域

連携・統
合済

利用料等

数量
分析

実績数の将来予測

横ばい

横ばい

必要性

番号

経常

対象

　

相手方の役割

移動教室、夏季施設の運
営

　施設設置の目的は十分に果たしており、指定管理者による管理により効率的
な施設運営がなされています。しかし、校外教育活動に関しては、施設設立時
からの社会情勢の変化もあり、必ずしも効果的・効率的な実施状況となってい
ません。
　平成30年度からの次期指定管理期間に向けて、より効果的・効率的な事業
の実施方法について検討を行います。

協働

147

　

109
　経常事業109「移動教室、夏季施設の運
営」と事業連携しています。また、受付業務
については、経常事業165「区民健康村の
管理運営」及び経常事業164「中強羅区民
保養所の管理運営」と共同で実施していま
す。一方で、事業目的が類似している経常
事業149「新宿コズミックスポーツセンターの
管理運営」、経常事業147「生涯学習館の管
理運営」等との連携・統合に関しては未検討
です。
　本事業に対する受益者負担として、施設
利用者は、指定管理者に対し利用料金を支
払います。
　施設の管理運営という事業の性質から協
働にはなじみません。

横ばい

無 対象外

経常

民間のサービスだけでは望ましい質、量のサービスの確保
ができないため、これを補完・先導する事業

　利用料金に含まれてい
ます。

対象数の将来予測

横ばい

類似
・

関連
事業

状況

公共性

区分 事業の性質

区分 あり方検討の必要性

事業名

受益者
負担

状況 分類 主たる内容

有 実施済

民間等を活用することが効率的、又は民間等の活動と競合している事業

理由・課題

導入
効果

過去３年間におけ
る指定管理者の
年度ごとの事業評
価

指定管理者制度
の導入に際して見
込まれた効果及
び現状の成果・課
題

　新宿区立小中学校の校外教育活動を安定的
に実施することを想定していました。また、学校利
用に影響を及ぼさずに区民等が利用できるように
通年利用が可能な宿泊施設も併設して、生涯学
習活動の場の拡充が図られることを想定しまし
た。

　校外教育活動に関しては、移動教室等の実施が
可能な民間施設が増えてきたこともあり、民間施設
を活用することでの対応も可能となっていますの
で、様々な事業手法を含めた検討が必要です。

経費の将来予測 事業評価（年度評価）

分析

施設の管理運営・女神湖高原学園借
地料1131

②

①

経常事業名
女神湖高原学園の管理
運営

(指定管理)
予算事業名

活動実績



　５．６　予算事業シート(補助金等)の見方

予算事業シート(補助金等) - 2

補助の目的及
び補助の対象
（要件等）

補助金を受けた
事業者により実
施された事業
（サービス）の利
用者（区民等の
第三者）が、そ
の事業を利用
する場合の利
用者負担割合
等

補助対象費用
の名称（項目
名）

％

回

利用１回当たりの補助額 円

補助
目的

　地区青少年育成委員会(特別出張所を単位として
作られている区内10地区の住民自主組織）が実施す
る青少年の健全育成事業に補助金を交付し、青少
年の健全育成活動の活性化を図ります。

補助
概要

　地区青少年育成委員会が実施する青少年の
健全育成事業に対して、助成金を交付しま
す。
 

事業名 利用者の自己負担額(１回) 円 25年度利用実績数

補助事業者への補助額 円 補助金に対する自己負担割合

執行率（A/C×100） ％

0.60

担当する非常勤職員
人

0.20 0.20 0.20担当する常勤職員

事業経費(A) 千円 10,642 10,642

千円

財
源
内
訳

分担金及び負担金 千円

100.0

一般財源 千円

特定財源 千円

千円

その他収入

国・都支出金

使用料・手数料

一般財源投入率 ％

31,92610,642

100.0

千円

【要件又は対象】
地区青少年育成委員会が実施する青少年の健全育
成事業

千円

単位 25年度

補助
対象

根拠
法令等

100.0

30

経常事業名 地区青少年育成委員会活動への支援

部
所管17

課

子ども家庭地区青少年育成委員会活動への支援（事
業助成）

予算
事業名

その他：

事業
区分

新宿区地区青少年育成委員会事業補助金交付要
綱

①

②

③
単独
自治

□

補助
対象
費用
名等

法定
受託

■

平成

事業内容に
より異なる

10,642

新宿区地区青少年育成委員会事業補助
金

子育て支援
年度

事業
開始

10,642

23～25年度 特定財源名称及び補助率24年度

10,642 10,642

31,926

②
単価　千円

都委任 □

計　　千円

計　　千円

事業内容に
より異なる

□

10

事業内容に
より異なる

31,926

10

10,642

義務的
自治

数量

数量 団体

100.0

10,642

10

23年度

執行率（A/B×100） ％

当初予算額 (B) 千円

③

事
業
費
の
主
た
る
使
途

①新宿区地区青少年
育成委員会事業助成

単価　千円

単価　千円

数量

11,008

計　　千円

33,198

96.7

予算現額 (C)

参考（補助事業者が実施する事業の利用者負担割合等）　※利用者の自己負担がある場合のみ記載

事業経費

96.4

96.2 96.2 96.2

11,044

96.2 96.4

96.2

11,066

61

備考

【補助対象事業】
（1）地域・学校・家庭が連携し
て行う青少年の交流と体験を
目的とした文化・スポーツ等
事業
（2）青少年を取り巻く社会環
境の浄化と非行防止のため
に実施する事業
（3）青少年の地域参加を推
進するために実施する事業
（4）青少年について関心と理
解を深めるための研修等事
業
（5）自然が豊かな地域の青少
年との交流事業
（6）青少年の情操を豊かにす
るために実施する事業

33,118

11,066 11,066 11,066
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予算事業名

地区青少年育成委員会活動への支
援（事業助成）

受益者
負担

状況 分類 主たる内容

無 対象外

外部審査委員

選定方法

選定方法

③

②

①
地区青少年育成委員会事
業助成

地区青少年育成
委員会

101事業 10地区 101事業

横ばい ①

活動実績 対象数 活動実績 対象数

10地区 97事業 10地区

対象数の将来予測

横ばい 指定

　（公募の場合）

補助実績

主な事業活動
対象者

(物・団体)

23年度 24年度 25年度

補助事業経費に補助率（10/10）を
乗じた額を交付。（補助対象事業
（5）はバス１台につき上限70,000
円。補助対象（6）は１団体上限
184,000円）

　 　

助成

新宿区地区青少年育成委員
会事業補助金

分析結果

方向性 継続 内容

特記事項

　地区青少年育成委員会は地域の自主的な団体であり、活動はボランティア
で、各委員の善意に支えられ行われています。青少年育成委員会が行う各種
活動への事業助成によって、青少年の健全育成事業の実施や規模の拡大、
内容の充実が可能になり、青少年の健全育成活動の活性化を図ることができ
るため、今後も継続します。引き続き、適正な補助金の執行及び円滑に青少
年育成事業が実施されるように、地区青少年育成委員会と連携を図っていき
ます。

数量
分析

実績数の将来予測

②

③ 　

②

③ 　

活動実績 対象数

無

番号 事業名 理由・課題

支出方法

概算払

経費の将来予測

横ばい

協働

状況 対象 形態 相手方の役割

有 実施済

地域
団体

青少年の健全育成事業の
実施

適正な活動領域

必要性

区分 あり方検討の必要性

　
　青少年の健全育成のためには、地域における地区青少年育成委員会の積極的な取組が
不可欠であり、ボランティアで活動を行っていることから、事業助成により活動を支援する必
要があります。

現在の活動領域

状況

区分 事業の性質

　

経常事業名
地区青少年育成委員会
活動への支援

(補助金等)

補助率等
補助対象費用
ごとの補助率
や上限額、算
出根拠等

　

公共性

対象外
　地区青少年育成委員会が実施する青少
年の健全育成事業に対し補助金を交付す
る類似・関連事業はありません。
　また、青少年の健全育成活動の活性化を
目的に補助金を交付しており、受益者負担
の視点になじみません。
　本事業では、地区青少年育成委員会の
自主性を尊重しながら、区が青少年の健全
育成事業に対して財政的支援を行うこと
で、区と地区青少年育成委員会が協働し
て、青少年の健全育成活動の活性化を
図っています。

類似
・

関連
事業

分析

補助率等（算出根拠）

① ③

Ⅷ
民間等のサービスに対し、行政目的に適合していることか
ら、推進・支援する事業

行政領域・小 適正

①

②



　５．７　予算事業シート(施設管理)の見方

予算事業シート(施設管理) - 9 経常事業名 教育センターの運営

根拠
法令等

新宿区立教育センター条例
新宿区立教育センター条例施行規則

義務
的

自治
■

設備整備
事業
開始

4
教育支援

単独
自治

事業
区分

□
法定
受託

□ 都委任 □

予算
事業名

年度 所管

事業
目的

　教育センター施設の維持管理

　教育センター施設の老朽化等による設備の更新
等維持管理経費等の支出

　新宿区における教育を振興し、その充実を図
るため。設置

目的

課

教育委員会事務局
平成

事業経費

単位 23年度 24年度 25年度 23～25年度 特定財源名称及び補助率

事業
手法

財
源
内
訳

一般財源 千円 2,814 3,259

使用料・手数料 千円

分担金及び負担金

11,510

千円

17,583

特定財源 千円

国・都支出金 千円

その他収入 千円

17,583

一般財源投入率 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0

―

計　　千円 2,814 3,259 11,510

事業経費(A) 千円 2,814 3,259 11,510

数量 ― ― ― ―

単価　千円 ― ―

17,583

② 単価　千円

数量

計　　千円

③ 単価　千円

数量

計　　千円

事
業
費
の
主
た
る
使
途

①改修工事等

予算現額 (C) 千円 12,377

当初予算額 (B) 千円 3,056 3,471 12,377

92.1 93.9執行率（B/A×100） ％

93.0 93.093.9

担当する常勤職員
人

％ 92.1

0.15 0.45

担当する非常勤職員

0.150.15

93.0

執行率（C/A×100）

120

大研修室(150名)
中研修室(90名)
小研修室Ａ(14名)
小研修室Ｂ(12名)
プラネタリウム
教育相談室
つくし教室
科学教室

規模

備考

3,056 3,471

施設の設置目
的及び施設の
規模（施設箇所
数等）

　　　　　　　　　　※予算事業シート（施設管理）の右頁については、P263と同じ内容ですので、割愛します

93.0

18,904

18,904

平成23年度
7階執務室窓改修、8階AVスタ
ジオ改修等
平成24年度
6階照明器具交換、区役所内
線増設移設等
平成25年度
氷蓄熱チラー整備、プラネタリ
ウム控室パッケージエアコン改
修等



表１：公共性の考え方 

区分 事業の性質 活動領域 

Ⅰ 
法律又は都条例により、行政が実施することが義務づけられている法定受託や都委

任を実施する事業（例：戸籍事務 等） 

行 Ⅱ 
区民の生活に必要な環境水準を確保することを目的とした事業 

（例：ごみ収集事業 等） 

Ⅲ 
受益の範囲が不特定多数であるため、サービスの対価が徴収できない事業 

（例：道路改修事業 等） 

Ⅳ 
区民の安全や、財産・権利を確保するために必要な規制、監視・指導、相談、情報提

供などを目的とする事業（例：防犯対策事業 等） 

 

Ⅴ 
社会的・経済的弱者を対象とした生活安定支援、又はセーフティネットを整備する事

業（例：虐待防止事業 等） 
 

Ⅵ 
民間のサービスだけでは望ましい質、量のサービスの確保ができないため、これを

補完・先導する事業（例：幼稚園 等） 

政 

Ⅶ 
区の特色や魅力を継承・発展・創造し情報発信する事業 

（例：文化財保護事業 等） 
 

Ⅷ 
民間等のサービスに対し、行政目的に適合していることから、推進・支援する事業

（例：NPO 推進事業 等） 
  

Ⅸ 
特定の団体等を対象としているが、事業の対象以外にも受益が及ぶ公共性を有す

る事業（例：バス運行対策事業 等） 
 

 

表２：必要性の考え方 

区分 あり方の検討が必要な事業 視点との関係 

ア 
事業開始期と比較して目的が既に達成され、行政の関与（実施意義）の度合が低

下している事業 
サービスの 

負担と 

担い手 イ 民間等を活用することが効率的、又は民間等の活動と競合している事業 

ウ 社会状況・情勢の変化に伴う区民ニーズに適合していない事業 手段の 

妥当性 エ 社会状況・情勢の変化に伴い、対象範囲を見直す余地がある事業 

オ 区民ニーズに比較して、サービスの供給が過剰となっている事業 効果的・ 

効率的 カ 他事業、又は国や都において、同種のサービスの提供が行われている事業 

キ 利用者（実績）が減尐するなど、区民ニーズが低下している事業 
目的・実績 

の評価 ク 
他自治体等と水準を比較したとき、サービスを提供する対象範囲や水準を見直す

余地がある事業 

 
ア～クによる検討が必要ない事業（ア～クに該当しない事業）は、「区分欄」を空欄

とし、必要ない（該当しない）と分析した理由を具体的に記入する。 
 

 

表３：選択肢の種類 

項目 種類 

類似・関連事業 連携・統合済、 連携・統合不可、 連携・統合検討中、 連携・統合未検討、 対象外 

受益者負担 実施済、 改善予定、 対応不可、 検討中、 未検討、 対象外 

協働 実施済、 改善予定、 対応不可、 検討中、 未検討、 対象外 

方向性 継続、 拡大、 縮小、 統合、 手段改善、 完了、 事業休止、 事業廃止、 その他 

民 

間 

及

び 

協

働 
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